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７月に新しい保険証を発送します
　８月１日から使用する国保と後期の保険証
を７月中に届くよう順次発送します。簡易書
留郵便で送りますので、留守の場合は不在票
が投函されます。保険証が届いたら、記載さ
れている住所、氏名を確認し、誤りがある場
合は国保年金課へご連絡ください。
●８月～６年７月に75歳になる人
　国保の保険証の有効期限は75歳の誕生日の
前日です。75歳の誕生日の前月に後期の保険
証が交付されます。

保険料納入通知書は７月中旬に発送
　７月中旬に保険料納入通知書を発送しま
す。国保は世帯ごとに、後期は個人ごとに通
知します。保険料の納期限は、国保が７月か
ら翌年３月、後期は７月から翌年２月の毎月
末日（金融機関休業日の場合は翌営業日）で
す。保険料は、前年の所得に基づいて計算さ
れます。市県民税などの申告の遅れや、未申
告だった人が申告をしたり、世帯の中で加入
者が増減したりすると、年度の途中で保険料
額が変わることがあります。

５年度から国民健康保険料の
賦課限度額が変わりました
　国保と後期には、保険料の上限である賦課
限度額が設定されています。
　国保のうち後期高齢者支援金分の新しい賦
課限度額は、２万円引き上げられ年22万円で
す。医療給付費分の賦課限度額は、年65万で
据え置き、介護納付金分の賦課限度額は、年
17万円で据え置きです。
　後期の保険料は一人当たりの金額（均等割）
４万3,400円に、所得に応じた金額（所得割）

の8.39％を加えたものです。賦課限度額は、
年66万円です。

保険料の軽減基準が変更されます
　保険料の軽減基準が変更になりました。国
保は、均等割と平等割額が、５割と２割軽
減される人の所得の範囲が拡大され（表１）、
後期も同じように５割と２割軽減される人の
所得の範囲が拡大されました（表２）。
●申告を忘れずに　国保・後期とも軽減を受
けるには、国民年金や厚生年金などの公的年
金以外の収入を除く、世帯主と被保険者全員
の申告が必要です。収入がない人も、市県民
税の申告を忘れずに行ってください。

後期の保険料について
均等割の軽減基準も変更に
　後期の保険料の軽減割合は、特例措置が見
直されることになり、表２のとおりに変わり
ます。年金天引きで納めている人は10月から
引き落とし額が変更になります。

保険料の納付は口座振替や
スマホ決済アプリをご利用ください
　保険料の納付方法には、口座振替のほか、
スマートフォン決済アプリを利用することが

できます。口座振替は、指定した金融機関の
口座から、納期ごとに振替納付されます。「う
っかり納付忘れ」を防止し、金融機関に行く
手間も省けて便利です。スマートフォン決済
は、銀行やコンビニなどに行くことなく「い
つでも」「どこでも」簡単に納付することが
できます。
⒈　 「ペイジー口座振替受付サービス」は
簡単便利で届出印の必要もありません。

　口座振替を希望の人は、本
人名義のキャッシュカードと
運転免許証など顔写真付きの
身分証明書を持って、市役所
か支所の窓口へ。
⒉　 「Web口座振替受付サービス」は
自宅のパソコンから申し込めます。

　自宅のパソコンから、市ホームページを通
じ、委託先のシステム会社のサイトから申し
込めます。通帳・キャッシュカードなど、金
融機関名・支店名・口座番号などが確認でき
るものを用意し、手続きしてください。
⒊　 市役所・支所・連絡所や市内の金融機関
で「口座振替」の手続きができます

　身分証明書・キャッシュカードがない場合
は、通帳・届出印を持って、市役所、支所・
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　保険証と保険料納入通知書を７月中に届くように発送します。
通知書は、国民健康保険（国保）は世帯ごと、後期高齢者医療制度
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軽減割合 世帯内の被保険者と世帯主の前年の所
得の合計額が次の額以下の世帯

７割 43万円＋（10万円×（給与（公的年金）所
得者の数－1））　以下

５割
43万円＋（29万円×被保険者数）＋（10
万円×（給与（公的年金）所得者の数－
1））　以下

２割
43万円＋（53万5千円×被保険者数）＋
（10万円×（給与（公的年金）所得者の数
－1））　以下

軽減割合 世帯内の被保険者と世帯主の前年の総
所得額などの合計額が次の額以下の人

７割 43万円＋10万円×（給付・年金所得者
の数－1）以下の場合

５割
43万円＋（29万円×世帯内の被保険者
数）＋10万円×（給与・年金所得者の
数－1）以下の場合

２割
43万円＋（53万5千円×世帯内の被保
険者数）＋10万円×（給与・年金所得者
の数－1）以下の場合

■表１ 国民健康保険料の軽減基準
■表２ 後期高齢者医療制度の軽減基準


